
富士山南東消防組合人事行政の運営等の状況の公表について 
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１ 任免及び職員数に関する状況 

（１）職員採用者数（平成 30年 4月 1日現在） 

区分 人数 

消防吏員 9 人【0人】 

 ※【 】は内数で再任用職員を示す。 

 

（２）職員数（平成 30年 4月 1 日現在）                 （単位：人） 

区分 
合
計 

消防吏員 

消
防
正
監 

消
防
監 

消
防
司
令
長 

消
防
司
令 

消
防
司
令
補 

消
防
士
長 

消
防
副
士
長 

消
防
士 

合計 
250 

【1】 
1 5 8 33 58 

46 

【1】 
48 51 

消防長 1 1        

消防次長 1  1       

総務課 21  1 1  6 3 1 9 

予防課 8   1 3 1 1 2  

警防救急課 13   1 3 6 2  1 

 消防本部 7   1 2 2 1  1 

 指揮支援隊 6    1 4 1   

通信指令課 17   1 3 5 6 1 1 

三島消防署 95  1 2 11 21 13 22 25 

 消防署 47  1 2 7 11 7 10 9 

 北分遣所 28    2 4 6 6 10 

 錦田分遣所 10    1 3  3 3 

 中郷分遣所 10    1 3  3 3 

裾野消防署 
59 

【1】 
 1 1 11 9 

15 

【1】 
11 11 

 消防署 
39 

【1】 
 1 1 9 4 

10 

【1】 
7 7 

 茶畑分遣所 10    1 3 2 2 2 

 須山分遣所 10    1 2 3 2 2 

長泉消防署 35  1 1 2 10 6 11 4 

 ※【 】は内数で再任用職員を示す。 
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（３）再任用の状況（平成 30年 4月 1日現在） 

区分 採用者数 任期更新者数 

消防吏員 0 人 1 人 

 

（４）年齢別職員構成の状況（平成 30年 4月 1日現在）          （単位：人） 

区分 
条例 

定数 
合計 

18 歳 

～ 

25 歳 

26 歳 

～ 

30 歳 

31 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

40 歳 

41 歳 

～ 

45 歳 

46 歳 

～ 

50 歳 

51 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

60 歳 

61 歳 

以上 

人数 252 
250 

【1】 
41 50 33 26 36 26 19 17 

2 

【1】 

※【 】は内数で再任用職員を示す。 

 

 

２ 人事評価の状況 

  人事評価制度は、地方公務員法第２３条の規定に基づき、人事管理の基礎とするほか、

職員の能力向上を図り、意識改革を進めるとともに、組織目標の達成と職場内のコミュ

ニケーションを活性化させることを目的として実施しています。 

 

３ 給与の状況 

（１）平成 29年度人件費の状況                  （平成 29 年度決算） 

住民基本台帳人口 

（平成 30年 1月 1日） 

歳出総額 

Ａ 
実質収支 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

人 千円 千円 千円 ％ 

206,697 2,709,057 72,414 2,059,065 76.0 

  （注）住民基本台帳人口は、三島市、裾野市及び長泉町の合計である。 
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（２）平成 29年度職員給与費の状況                （平成 29 年度決算） 

職員数 

Ａ 

給与費 一人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 
給料 職員手当 

期末・勤勉 

手当 

計 

Ｂ 

人 千円 千円 千円 千円 千円 

248 906,258 315,142 373,333 1,594,733 6,430 

 （注）1 職員手当には退職手当を含まない。 

    2 職員数は、平成 29 年 4月 1日現在の人数である。 

    3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が

含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。 

 

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

37.3 歳 303,644 円 395,709 円 

 （注）1 「平均給料月額」とは、職員の基本給の平均である。 

    2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実

態調査において明らかにされているものである。 

 

（４）職員の初任給の状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 

区分 初任給の額 

大学卒 192,300 円 

高校卒 156,800 円 

 

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 30年 4月 1日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

大学卒 269,400 円 357,950 円 397,533 円 426,700 円 

高校卒 － 326,600 円 376,700 円 397,200 円 

 （注）それぞれの経験年数に該当する職員の平均額である。該当する職員がいない場合は－で

表示している。 
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（６）行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成 30年 4月 1日現在） 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1 号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

8 級 
1 消防長の職務 

2 消防次長又は参事の職務 
2 人 0.8％ 386,000 円 468,200 円 

7 級 

1 課長又は消防署長の職務 

2 課長、副参事又は消防副署長の職

務 

12 人 4.8％ 337,800 円 458,000 円 

6 級 
統括主幹、課長補佐、室長、当直司令、

分遣所長又は主幹の職務 
33 人 13.2％ 302,300 円 424,400 円 

5 級 係長、副分遣所長又は主任の職務 32 人 12.9％ 270,200 円 423,900 円 

4 級 

1 消防司令補の職務 

2 高度の知識又は経験を必要とする

消防士長の職務 

42 人 16.9％ 255,900 円 408,500 円 

3 級 

1 消防士長の職務 

2 高度の知識又は経験を必要とする

消防副士長の職務 

38 人 15.3％ 232,200 円 351,000 円 

2 級 

1 消防副士長の職務 

2 高度の知識又は経験を必要とする

消防士の職務 

70 人 28.1％ 179,200 円 310,600 円 

1 級 消防士の職務 20 人 8.0％ 142,600 円 259,500 円 

 

（７）期末手当・勤勉手当 

富士山南東消防組合 国 

一人当たり平均支給額(29 年度) 

1,499 千円 
－ 

(29 年度支給割合) 

    期末手当     勤勉手当 

     2.6 月分     1.8 月分 

     (1.45)月分    (0.85)月分 

(29 年度支給割合) 

    期末手当     勤勉手当 

     2.6 月分     1.8 月分 

     (1.45)月分    (0.85)月分 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～20％ 

(加算措置の状況) 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 5％～20％ 

・管理職加算 15％～25％ 
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（８）退職手当（平成 30年 4月 1 日現在） 

富士山南東消防組合 国 

(支給率)     自己都合    応募認定・定年 

勤続 20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続 25 年    28.0395 月分   33.27075 月分 

勤続 35 年    39.7575 月分    47.709 月分 

最高限度額    47.709 月分    47.709 月分 

その他加算措置  定年前早期退職特例措置 

(2％～45％加算) 

(退職時特別昇給  制度なし  ) 

一人当たり平均支給額    20,516 千円 

(支給率)     自己都合    応募認定・定年 

勤続 20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続 25 年    28.0395 月分   33.27075 月分 

勤続 35 年    39.7575 月分    47.709 月分 

最高限度額    47.709 月分    47.709 月分 

その他加算措置  定年前早期退職特例措置 

(2％～45％加算) 

 

 （注）1 退職手当の一人当たり平均支給額は、平成 29 年度に退職した職員に支給された平均

額である。 

    2 支給月数は、静岡県市町総合事務組合の規定に基づくものです。 

 

（９）地域手当（平成 30年 4月 1 日現在） 

支給実績（29年度決算） 57,627 千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（29年度決算） 231,433 円 

支給率 6％ 

支給対象職員数 250 人 

  

（10）特殊勤務手当（平成 30年 4月 1日現在） 

支給実績（29 年度決算） 22,405 千円 

支給職員一人当たり平均支給年額（29 年度決算） 107,198 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（29 年度） 84.3％ 

手当の種類（手当数） 3 

手当の名称 
主な支給 

対象職員 
主な支給対象業務 

支給実績 

29 年度決算 

左記職員に対

する支給単価 

深夜勤務手当 

消防吏員 

交替制勤務を行う者のうち、深

夜(午後 10 時から翌日の午前 5

時までをいう。)に消防業務に

従事したもの 

11,789 千円 
1 勤務につき 

500 円 

救急出動手当 救急業務に従事した者 7,100 千円 
1 件につき 

250 円 

救急救命士手当 

救急救命士法による救急救命

士免許を有し、救急業務に従事

した者 

3,516 千円 
1 件につき 

250 円 
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（11）時間外勤務手当 

 支給実績 職員一人当たり平均支給年額 

平成 29 年度決算 45,493 千円 199 千円 

 （注）職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の 4 月 1

日現在の総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除

く。）であり、短時間勤務職員を含む。 

 

（12）その他の手当 

手当名 
内容及び 

支給単価 

国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（29 年度決算） 

支給職員一人当たり 

平均支給年額 

（29 年度決算） 

扶養手当 

次表参照 

同  40,158 千円 247,885 円 

住居手当 同  20,008 千円 277,890 円 

通勤手当 一部異なる 支給額 14,583 千円 70,451 円 

管理職手当 異なる 支給額 14,036 千円 701,780 円 

休日手当 同  85,417 千円 414,467 円 

夜間勤務手当 同  15,055 千円 74,164 円 

単身赴任手当 同  360 千円 360,000 円 

 

手当名 内容及び支給単価 

扶養手当 

扶養親族のある職員 

・配偶者 6,500 円 

・子 10,000 円 

・父母等 6,500 円 

・16 歳に達する年度の初めから満 22 歳の年度末までの子一人につき 5,000 円加

算 

住居手当 
自らが借受け月額 12,000 円を超える家賃・間代を支払っている職員 

最高支給限度額 27,000 円 

通勤手当 

通勤のために交通機関や自動車等を使用することを常例とする職員 

＜交通機関等利用者の場合＞ 

最長期間の定期代相当額を支給 

＜交通用具使用者の場合＞ 

算出方法距離に応じた基準額及び駐車場代相当額 

2 ㎞以上  5 ㎞未満  2,000 円       35 ㎞以上 40 ㎞未満 21,600 円 

5 ㎞以上 10 ㎞未満  4,200 円       40 ㎞以上 45 ㎞未満 24,400 円 

10 ㎞以上 15 ㎞未満  7,100 円       45 ㎞以上 50 ㎞未満 26,200 円 

15 ㎞以上 20 ㎞未満 10,000 円       50 ㎞以上 55 ㎞未満 28,000 円 

20 ㎞以上 25 ㎞未満 12,900 円       55 ㎞以上 60 ㎞未満 29,800 円 
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25 ㎞以上 30 ㎞未満 15,800 円       60 ㎞以上           31,600 円 

30 ㎞以上 35 ㎞未満 18,700 円     

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員のうち、富士山南東消防組合職員の管理職手当に

関する規則で指定する職を占める職員 

月額： 

1 種 77,400 円 2 種 72,700 円(消防次長・参事)、66,400 円(課長・消防署長) 

 3 種 62,300 円 4 種 59,500 円 5 種 49,600 円 

休日勤務手当 

祝日法による休日及び年末年始の休日等において正規の勤務時間中に勤務を命

ぜられた職員 

1 時間当たりの支給額：勤務 1時間当たりの給与額×135/100 

夜間勤務手当 
正規の勤務時間(午後 10 時～翌日の午前 5時)として深夜に勤務した職員 

1 時間当たりの支給額：勤務 1時間当たりの給与額×25/100 

単身赴任手当 

勤務場所を異にする異動又は在勤する勤務場所の移転に伴い、転居し、やむを得

ない事情により同居していた配偶者と別居し、単身で生活することを常況とし、

距離制限を満たす職員 

 

（13）特別職の報酬等の状況（平成 30年 4月 1日現在） 

区分 報酬額等 

報酬 

管理者 

副管理者 

監査委員 

39,000 円（年額） 

36,000 円（年額） 

7,500 円（日額） 

議長 

副議長 

議員 

13,000 円（日額） 

12,000 円（日額） 

11,000 円（日額） 

 

４ 勤務時間その他の勤務条件 

（１）勤務時間の状況 

  ア 毎日勤務職員 

勤務時間 開始時刻 終了時刻 

7 時間 45 分 8 時 30 分 17 時 15 分 

 

  イ 交替制勤務職員 

勤務時間 開始時刻 終了時刻 

15 時間 30 分 8 時 30 分 翌日 8時 30 分 

 

（２）年次有給休暇の取得状況 

一人あたり平均使用日数 7.6 日 
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（３）特別休暇等の導入状況（平成 29年 4月 1日現在） 

休暇の種類 取得要件 

病気休暇 ア 公務上の負傷若しくは傷病又は通勤による負傷若しくは疾病 

イ 結核性疾患 

ウ 上記ア、イ以外の負傷又は疾病 

特別休暇 ア 選挙権その他公民としての権利を行使する場合 

イ 証人等として国会等へ出頭する場合 

ウ 骨髄移植のため骨髄若しくは末しょう血管細胞移植のため末しょう血管細

胞を提供する場合 

エ 自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合 

オ 結婚する場合 

カ 妊娠中又は出産後 1年以内の職員が健康検査等を受ける場合 

キ 妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関の混雑を回避する場合 

ク 妊娠中の職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる

場合 

ケ 妊娠中の職員が妊娠に起因する障害のため勤務することが困難であると認

められる場合 

コ 産前休暇 

サ 産後休暇 

シ 生後 1年に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認めら

れる授乳等を行う場合 

ス 配偶者が出産する場合 

セ 配偶者の出産により職員が、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子を養育する場合 

ソ 負傷又は疾病により職員の看護を必要とする場合 

タ 要介護者の介護を行う場合 

チ 親族が死亡した場合 

ツ 父母または配偶者の追悼のための特別な行事に参加する場合 

テ 夏季休暇 

ト 地震その他の災害により現住居が滅失損壊した場合 

ナ 地震その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難

な場合 

ニ 地震その他の災害時において、退勤途上における身体の危険を回避する場合 

ヌ 生理に有害な職務に従事する場合及び生理日において勤務することが困難

である場合 

ネ 感染症の予防所必要な場合 

介護休暇  負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障があるものの介護をする場

合 

 （注）取得要件等は、「富士山南東消防組合職員の勤務時間、休暇等に関する条例」及び「富

士山南東消防組合職員の勤務時間、休暇等に関する規則」により定められている。 
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５ 育児休業及び部分休業の取得者数（平成 29年度） 

区分 人数 

育児休業 0 人 

部分休業 0 人 

 

６ 分限及び懲戒の状況（平成 29年度） 

区分 種類 人数 内容 

分限処分 

免職 0 人 

職員がその職務を十分に果たしえな

い場合（病気等）に、本人の意に反し

て行う処分です。 

休職 3 人 

降任 0 人 

降給 0 人 

懲戒処分 

免職 0 人 

職員の一定の服務義務違反に対して、

道義的責任を追及するために行う処

分です。 

停職 2 人 

減給 0 人 

戒告 0 人 

 

７ 服務の状況 

（１）服務規律順守のための取り組み（平成 29年度） 

取組内容 

・服務紀律の徹底及び綱紀の粛正について（6月 6日） 

・年末年始における規律の振粛と事故防止について（12 月 25 日） 

 

（２）職務専念義務の免除 

免除の対象となる

主な場合 

ア 研修を受ける場合 

イ 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

ウ 上記のほか、任命権者が定める場合 

 （注）「職務専念義務の特例に関する条例」により定められている。 

 

（３）兼職又は兼業の許可状況（平成 29 年度） 

許可件数 主な許可事例 

4 件 ＩＣＬＳアシスタントインストラクター 

 （注）上記の許可は、地方公務員法第 38条第 1項に基づくものである。 
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（４）事業者等との接触に関する承認件数（平成 29 年度） 

許可・ 

承認件数 

内容 

会食 旅行 講演・寄稿 その他 

11 件 11 件 0 件 0 件 0 件 

 

８ 退職管理の状況 

  地方公務員法第 38 条の 2 及び第 38 条の 6 第 2 項に規定されている職員の退職管理の

適正の確保について、「富士山南東消防組合職員の退職管理に関する条例」及び「富士山

南東消防組合職員の退職管理に関する規則」を制定し、離職前に課長職以上に就いてい

た職員に対し、離職後 2年間、営利企業等に就職した情報の届け出を義務付けている。 

区分 件数 

届出件数 0 件 

 

９ 研修及び人事評価の状況（平成 29年度） 

研修概要 受講人数 

消防大学校 査察マネジメントコース 1 人 

県消防学校 

初任科 10 人 

救助科 4 人 

ビデオ喉頭鏡講習 8 人 

処置拡大追加講習 9 人 

中級幹部科 2 人 

警防科 4 人 

予防査察・危険物科 5 人 

救急科 8 人 

火災調査科 4 人 

合同聴講（上級幹部科、警防科、予防査察・危険物科） 27 人 

講師派遣（救助科、救助科、ビデオ喉頭鏡講習） 22 人 

救急救命士養成研修 救急救命東京研修所 3 人 

資格取得等 

玉掛け、小型移動式ｸﾚｰﾝ、ｶﾞｽ溶接技能講習、 

ﾛｰﾌﾟﾚｽｷｭｰ、小型船舶、衛生管理者、ﾁｪｰﾝｿｰ、 

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 

45 人 

その他人材育成研修 
市町職員広域研修、ＮＯＭＡ行政管理講座、 

人事行政研究所研修 
9 人 

自己啓発費用助成 大型自動車第一種免許取得、2級小型船舶、各種講習 等 10 人 
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10 福祉及び利益の保護の状況 

（１）定期健康診断の実施状況（平成 29 年度） 

区分 対象者数 受診者数 受診率 

定期健康診断 
249 人 

205 人 92.3％ 

人間ドック（希望者） 40 人 16.1％ 

特定業務従事者等健康診断 193 人 190 人 98.4％ 

 

（２）公務災害等の認定状況（平成 29年度） 

区分 認定件数 

公務災害 2 件 

通勤災害 0 件 

 

（３）その他の主な福利厚生事業の概要（平成 29年度） 

・静岡県市町村職員共済組合により短期給付、長期給付及び福祉事業等が実施され

ている。 

 

11 公平委員会の業務の状況（平成 29年度） 

区分 件数 

勤務条件に関する措置の要求の状況 0 件 

不利益処分についての不服申し立ての状況 0 件 

職員の苦情の状況（上記該当分を除く） 0 件 

 


